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はじめに
言語政策を記述する上で，一般的には，政策決定力を持つ政府の行為に焦点をあて，政策決定者の
権力の行使によるトップダウンの視点を中心に検討されることが多い。しかし，松田（2009）による
と，言語政策の策定に影響を与える多数の人々（コミュニティの人々，言語専門家，教育関係者など）
のボトムアップの力との相互作用を考察する必要があるという。すなわち，個々人は政策にとって重
要な意味を持ち，言語教育における個人の体験内容に焦点を当て論じていく必要がある。
そこで，本稿は日中政府間協力による言語教育事例―「大平学校」を取り上げ，そこで学んだ研修
生，いわゆる「文革世代」の学びの実態と葛藤を探る。さらにインタビュー調査を通して，言語政策
が個々の人生へどう影響したか，言語政策と学習経験，言語使用実態，言語能力の自己評価，外国語
学習意欲，言語とアイデンティティの関係を明らかにしたい。それによってはじめて国の政策だけで
はなく，言語教育を個人レベルでの視点から研究することで，複眼的思考を提示できると考える。
このような問題意識に答えるため，具体的な設問としては，以下の 2点を設定した。
① 1949年～ 1980年代中国においてどのような外国語教育政策が行われたのか
② 当時の言語教育政策は，個々人の人生にどのように影響を与えていたのか
大平学校に関して，記念論文や雑誌記事などが数多く蓄積されているが，体系的な研究はまだ少な
い。本研究に示唆となる先行研究としては蔚藍専門誌特集号『大平学校の前世と今生』（2012），徐一
平・曹大峰（2013）などが挙げられる。しかし，これらの研究は大平学校の存在意義を高く評価して
いるが，大平学校の概況，あるいは事業紹介にとどまり，個々人の学びの実態や，それにもとづく外
国語教育政策の展開については有効な視点を提供しきれていない。
筆者はかつて拙稿において，大平学校の教育実践に注目し，日中国交正常化以降の中国の日本語教
育及び日中交流における大平学校の特質を究明した。そこでは，①政府主導の下での計画的な実施，
②日中政府の信頼と協力関係にもとづく日本側に全面的に委ねた教授活動，③当時喫緊の課題であっ
た教員の質を確保するための親密かつ集中的な交流，④日本側による一流の教授陣の提供及び中国側
による優秀な学生の選抜，質を重視したコミュニティの構築の 4点を明らかにした。（孫 ,2013）。
一方，本研究では，「文化大革命」（以下，文革と称する）という特殊な時代に日本語の学びに関す
るデータの蓄積が少ない中，文献研究を踏まえた上で，インタビュー調査を行った。文献としては，
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中国における外国語教育の歴史を記した『中国外国語教育史』（付克：1986），『中国近現代外国語教
育史』（李・許：2006）と『中国外国語教育発展研究（1949～ 2009）』（戴・胡：2009）などの著作を
取り上げて，歴史的な経緯を探る。また，国際交流基金の内部資料，『言語生活・中国だより（連載1～
5）』（佐治・平井・村木・谷部・水野：1981）の検討により，大平学校に赴任し教鞭を執った日本人
教師 5人の視点から当時の中国人言語学習の様子を把握する。さらに研修を受けた中国人教師 8人に
半構造化インタビュー調査を実施していく。30年後の現在から当時のことを振り返ることで，彼ら
を取り巻く社会環境の変化と個々人の意識変容というマクロとミクロの二つの視点で考察していきた
い。表 1は調査協力者の概要である。
表 1　調査協力者の概要
番号 性別 年齢 インタビュー時期 調査地 当時 現在の所属
A 女 60代 2012年 9月 26日 天津 四期生 大学教授（定年後）
B 男 50代 2012年 10月 11日 北京 二期生 大学教授
C 男 60代 2012年 10月 11日 北京 一期生 大学教授
D 男 60代 2013年 1月 9日 東京 一期生 非常勤講師
E 男 60代 2013年 4月 27日 東京 四期生 大学教授・経済学
F 男 50代 2013年 6月 25日 上海 四期生 大学教授
G 女 60代 2013年 6月 26日 上海 一期生 大学教授
H 女 60代 2013年 8月 12日 東京 五期生 教授（定年後）
注：H氏の調査地は東京と記述したが，北京在住で東京に短期滞在の間にインタビューを実施した。
本研究は以下の 3つの観点から考察する。すなわち，①改革開放後 30年間，中国の発展を担って
きた「文革世代」の学びの原点に戻り，彼らの日本語選択の動機を探ること，②「大平学校」という
当時改革開放の先端に立った異文化間教育の場で，日本人教師から見た中国人研修生の様子を明らか
にすること，③当時の研修生へのインタビューを通して 30年前を振り返ることによって，言語政策
を客観視すること。これらの観点で言語政策が個々人の言語習得にどのように反映されたかを研究し
ていく。
本稿の構成は以下のとおりである。第 1節では 1949年の建国から 1980年代にかけて，中国におけ
る外国語教育政策の概要について述べる。第 2節では，大平学校で研修を受けた中国人に焦点を当て
て，当時の日本語学習の実態と葛藤を取り上げる。第 3節では，政策と個々人との関係性について考
察する。
１．1949 年建国以降中国における外国語教育の歴史変遷
1949年 10月，中華人民共和国が成立し，それ以降の中国における外国語教育は三つの段階に分け
ることができる。① 1949～ 1965年のロシア語一辺倒の時代から英語を中心に他の言語も重視する時
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代，② 1966～ 1976年，文革により教育秩序が破壊された時代，③ 1976年以降，文革後の改革開放
により政治，経済，教育，文化などが回復し，言語教育も全面的に発展してきた時代，以上である。
改革開放以降の 1980年代の政策は，今日の言語教育に最も大きな影響を与えている。
（1）ソ連からの影響（1949 ～ 1965 年）
1949年中華人民共和国が成立してからの第一段階の前期（1949年～ 1958年），政府は社会主義国
家ソ連を手本として，とりわけ 1952年～ 1953年にかけて教育全般に対して大きな改革を行った。当
時は「ソ連の今日は我々の明日である」というスローガンのもと，ソ連の専門家の指導を受けながら
中国の社会主義国家建設が始まっていた。その影響で，中国の外国語はロシア語を第一外国語とする
ことが決定された。1953年の時点で，中国の高等教育における外国語教育機関はロシア語 19校に対
して，英語は 9校となっている。1954年，中学生の学業の負担を減らすため，中学校において外国
語教育を中止する規定が出され，教育現場は一時混乱状態に陥った。2年後，教育部は新しい政策を
打ち出し，中等教育では英語・ロシア語などの外国語教育が復活した。前期の特徴をまとめると，外
国語政策は国の幹部を育成することを重点的な目標とし，そのためにロシア語教育は迅速に発展し
た。その結果，外国語教育は政治，経済，教育，軍事など各領域までその影響を拡大していった，と
言えるだろう。
第一段階の後期（1957年～ 1965年）には「大躍進」，「3年連続の自然災害」及び中ソ関係の悪化
により，国民経済は大打撃を受けた。1960年の中ソ論争を境にして，英語，ドイツ語，フランス語，
日本語などが見直され始めた（竹中：1988）。1963～ 1964年にかけて，周恩来総理（当時）はアジア・
アフリカの 14か国を訪問し，その結果，外交人材の不足を認識し国家レベルの外国語政策が改めて
見直された。それと同時期に，フランスとの国交正常化を実現した。1964年 11月 14日国務院は「外
国語教育 7年計画問題の報告」と「外国語教育 7年計画綱要」（1964～ 1970年）を公布した。その
主な内容として，学校教育の中で英語を第一外国語としての地位を確定した点が挙げられる。同時に
政府は高等教育段階が外国語学院を新設し，中等教育段階が外国語学校を増設した。この時期に，翻
訳通訳の人材を育成するため，北京第二外国語学院，大連日本語専科学校など 10校以上の大学が新
設されている。その結果，高等教育において外国語専攻が設置された大学は 78校になり，在校生総
数は 4万人を超えた。その数は 1949年の中華人民共和国当時の 13.5倍となり，種類も 12か国語か
ら 41か国語まで拡大した（戴・胡：2009）。表 2のように，国は試行錯誤を繰り返しながら次々と新
しい政策を打ち出していったのだ。
（2）文化大革命（1966 ～ 1976 年）
文革期には中国の教育が破壊され，教育の質が低下した。とくに高等教育は大きく影響を受け，大
学数は 1965年の 434校から 1971年の 328校まで減らされ，1966～ 1969年の 3年間は新入生の募集
が停止された。
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文革前期（1966～ 1970年）は，外国語教育が中止され，教育秩序が乱れていった。教師は「外国
と通じている」というスパイ容疑で政治批判され，外国へ亡命した学者や監獄に入れられた知識人も
少なくなかった。苛酷な冷遇に耐え兼ね，数多くの優秀な学者が自殺し，中国の発展に大きな損失を
与えた（李・許：2006）。1968年に毛沢東は「知識青年（中学生・高校生）は農村に行って，農民に
再教育を受けさせる必要がある」という指示を出した。それにより合計 1600万人の知識青年が都市
部から農村部に行き，生産労働を課せられた。この時期の若者たちはみな農村で生産労働に従事して
おり，その間は教育関係の営みがすべて停止状態であった。
一方，文革後期（1970～ 1976年）の 1970年代では，外国との友好往来も活発になり，国際条約
の締結や国交樹立など外交面で大きな成果を上げた。例えば，1970年にイタリア，カナダ，チリ等 5
か国，1971年にオーストリア，トルコ，イランなど 15か国と国交を樹立した。そして，1971年 10
月 25日には国連加盟国の地位を回復し，1972年に日本，イギリス，ドイツなど 16か国と友好関係
を結んだ。特に，1972年のアメリカのニクソン大統領（当時）の訪中は世界的に注目された。この
ような国際情勢の変化により，中国国内において外国語教育の重要性が再び浮上した。
1970年 11月，周恩来総理（当時）は 5回にわたり外国語教育改革座談会を開催した。そのなかで，
「政治思想，言語能力，外国文化の知識」という 3つの基本が強調され，その後の外国語教育の発展
に大きな影響を与えた（戴・胡：2009）。
（3）文革後・改革開放初期（1976 年～）
1976年に文革が終わり 1977年には大学入試が再開され，1978年に改革開放という政策が出され
た。文革以降初めての大学入試に 570万人が参加したが，合格者は 27万人だけであった（戴・胡：
2009）。1978年 8月 28日～ 9月 10日，北京で全国外国語教育座談会が開催された。この会議では，「外
表 2　1949～ 1966年の外国語教育政策
時期 題目 備考
1952年 3 月 「全国ロシア語専科学校の決定」 ロシア語人材育成の拡大
1954年 4 月 「政務院の全国ロシア語教学に関する指示」 ロシア語教育への指導
1954年 4 月 「1954年秋から中学校外国語科目設置の通知」 負担を軽減するため
1954年 11月 「中学校で外国語科目を廃止する説明の通知」 外国語科目を停止
1956年 7 月 「中学校外国語科の通知」 英語とロシア語の復帰
1957年 「ロシア語など専攻の学生を転向科させる方法」 ロシア語人材過剰対策
1961年 「高等教育の外国語カリキュラム設置問題に関する意見」
第一外国語以外に，第二外
国語を加えること
1964年
「外国語教育 7年計画問題の報告』と「外国語教育 7年計画綱要」
（1964～ 1970年）
英語を第一外国語，ロシア
語を縮減する
1966年 文化大革命が始まる 7年計画挫折
注：李・許（2006），戴・胡（2009）により，筆者作成。
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国語教育を強化する意見」が公布され，外国語教育の指針と外国語教育計画が明確に打ち出された。
しかし，外国語教育を再開すると，政府はまず教師の問題に直面した。文革の 10年間の影響で，
国内の外国語教師は質，量ともに衰え，教師教育は急務となっていた。付（1986）は，当時の教師の
状況を，高齢の教師は健康などの問題で教育現場を離れ，壮年の教師たちは 10年の空白期間を経て
語学能力や運用能力が低下し，若い教師はまだ教育者として力不足と指摘した。
そこで，1980年からアメリカ（Fulbright　Commission），イギリス（British Council），日本（外
務省及び国際交流基金）などの国及び文化組織が中国政府と協力し，大学における外国語教師への研
修に力を入れた（劉：1984，付：1986）。英語教師研修は北京外国語学院（当時）と上海外国語学院
（当時）で行われ，日本語教師研修は北京語言学院（通称大平学校）で行われた。各外国語に共通の
特徴としては，外国人専門家による短期集中で教育及び研究の知識伝授，オリジナル教材の使用，研
究能力の向上に向けた指導などが挙げられる。それらは着実に成果を上げ，全国の外国語教師のレベ
ルアップにつながった。研修の効果も高く評価され，時代の要請に応じた短期計画が終了した後も，
大学院や教師研修センターなどの形に変えて今日まで継承されている。
表 3　1980年から 1983年までの高等教育外国語専攻教師研修統計表 単位：人
1980年 1981年 1982年 1983年 合計
英 　 語 1,364 1,613 1,482 929 5,388
日 本 語 　117 　118 　120 120 　475
フランス語 　70 　18 　　0 17 　105
ド イ ツ 語 　60 　85 　56 47 　248
ロ シ ア 語 　12 　122 　47 0 　181
注：付克（1986）162頁から引用。
このように，建国後試行錯誤の中，中国の外国語教育は発展してきた。改革開放以来，相対的安定
期に入り，中国の外国語教育は大きな発展を遂げたが，問題も山積していた。次節では，以上のよう
なトップダウンの政策の下で行われていた人々の学びの実態に迫る。
２．「文革世代」の日本語学習の実態
（1）文革中における日本語学習経験
1）日本語を学ぶきっかけ
文革中の日本語学習者は主に労農兵（労働者，農民，兵士）出身の学生たちが主役であった。中学
校・高校時代に文革が始まり，正常な教育活動が停止され，都市部から農村に下放された世代である。
彼らは何年間か働いてから，優秀な場合には推薦され，労農兵学員として大学に入った。
一期生の D氏は当時の状況を以下のように語った。「その時，選択の余地は無かった。下放したと
ころで，ある日，労農兵大学生の枠があったと聞いた。手続きは複雑で，まずは下から推薦されて，
30 中国の外国語教育政策に関する一考察（孫）
それから上の許可がないと行けない。日々よく働かないとまず推薦されなかった。」この世代の人々
は文革中下放され，苦労に耐えて忍耐強く，また国の政策に運命を揺さぶられた人々である。なぜ日
本語を学ぶかと聞くと，上海から内モンゴルに行った F氏は「当時特に『日本語』という専攻に対
するイメージがなかった。とにかく内モンゴルを離れたい。砂漠を離れたいと思った。」と話した。
D氏と F氏は上昇と脱出の手段として選択肢なしで偶然のきっかけから日本語を学んだという。
また，E氏は「1972年から工場で働きながら日本語を独学で勉強し始めた。その時，工場で日本
語の技術資料と接することがあって，漢字があるから何とか分かると思ったら，結局よく見るとやは
り分からなかった。その年に日中国交回復となり，社会人学習者向けの日本語教室が町に現れ，申し
込んだ。その後，1978年大学入試再開の 2年目に試験に参加した。受験科目は外国語が設けられて
いるので，英語より得意な日本語を受験した。当時は『分配』ですから，合格書には専攻が『日本語』
になった。」と語った。E氏の工場では日本から設備を輸入するため，日本語の新しい技術資料を理
解するために，彼は積極的に日本語を学んだ。
また，16歳の時に北京から内モンゴルに行き 3年間羊飼いした経験を持つ H氏は次のように話し
た。「1975年休暇を取って母親を看病している間，余裕があるから何か勉強したいと思った。テープ
もレコーダーもないため英語の発音は習得しにくいと諦めたところで，東北出身の母親に日本語を教
わった。」
このように，積極的あるいは消極的に，様々な学習動機によって日本語を学び始めた。日中関係の
改善はその背景として大きな存在であったと考えられる。
2）大学での日本語学習
文革中に黒龍江大学で教鞭を執った大石・坂本（1979）によると，文革時日本語を学ぶ目的は①中
国の社会主義建設に役立ち，②日中友好を深めるためということであった。教科書は徹底した中国革
命中心の態度で編集されていた。教員の構成について，黒龍江大学日本語学部を例にすると，教員は
26人，うち女教員 9人（1945年以前中国へ行って敗戦後帰国しなかった日本人女性 3人を含む），朝
鮮族 4人であった。また約半数は解放前に日本語を覚えたというより覚えさせられた世代である。
日本語教材について，D氏によると，「1972年に日中国交が回復した後，1973年に大学で日本語の
授業が設けられた。当時はまだ計画経済なので，教材はなかった。教師は毎日手書きのガリ版刷りの
教材を使った。」また，F氏は「大学に入ってから，まだ閉鎖的であり，日本のオリジナル教材はほ
とんど無かった。『人民中国』『北京週報』などの対日宣伝物だけであった。教材の内容は革命的であ
り，3年生の教材として日本語オリジナル文章が掲載されていたが，小林多喜二などのプロレタリア
文学だった。」と振り返った。
このように，教材が極めて少ない中で，日本語学習を実施していた。不十分であったとはいえ，F
氏は別の角度からその時代の良さも語った。「教材の内容と数量が少ないことより大切なのは，当時
誰でも真面目に努力していたことである。教材のことをすべて暗誦し，頭に入れた。現在の言語教育
は多様な方法・手段が使われても，学習者の集中力が低下し効果がなかなか出ない。当時は誘惑がな
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く，ただ本を探し，勉強だけをした。1冊のテキストを全部暗記し，先生よりも詳しかった。」
そして，高学年になると，実際に日本語を使って日本人と接する実習もあった。「大学 3年生の時，
広州交易会で通訳をするチャンスがあった。他に，武漢鉄鋼工場での実習機会もあった。日中技術者
の通訳として 2か月ぐらい現場で経験を積んだ。時期が良かった。各方面の環境もよかった。卒業の
時，日本語人材が少ないため，みないい就職先に配属された。」と F氏は語った。
1970年代後半において，労農兵学員の多数は大学に配属され，日本語教師になった。しかし，文
革中に学んだ限られた知識・日本事情の乏しさは改革開放後の迅速な発展に追いつかず，再教育の必
要性が生じた。この課題を解決したのが「大平学校」であった。
（2）大平学校での研修
1）大平学校の概要
1972年に日中の国交が回復し，1978年には日中平和友好条約が締結された。こうした中で，日本
は ODAという形で文化交流を展開し，日中関係の改善に役立てようとしていた。ODAによる支援
は，医療，交通などの分野でなされてきたが，教育分野での代表的な事例として「大平学校」が挙げ
られる。
1979年に大平正芳首相が訪中した際「対中国日本語教育特別計画」が調印された。その一環として，
中国の大学の現職日本語教師 120名に対して 1年間の日本語教育に関する集中研修を行い，これを 5
か年継続することにより計 600名の教員の再教育を行った。これほどまでに大規模に日本語教師研修
を行った大平学校の設立は，日中教育文化交流にとって重要な転換点になったといえよう。
表 4　大平学校の概要
項　目 内　　　容
名 称
日本名：在中国日本語研修センター，中国名：日語教師培訓班，
通称：大平学校　中国通称：大平班
特 質
1979年 12月，中国を訪問した大平正芳首相（当時）と，華国鋒主席（当時）との合意事項
の一つ
実 施 期 間 1980年～ 1985年，5年間
対 象 者 中国全土 162機関の大学現職日本語教師
研 修 の 規 模 年間 120名，計 600名（実際 594名）
日本人派遣教師 長期・短期　計 91名
研 修 の 場 所 北京語言学院内（当時）
研 修 の 目 的 中国人の日本語教師としての能力を高めること
研 修 の 内 容 前期：基礎能力，後期：専門性，一か月の訪日研修
2）日本人教師から見る中国人研修生
研修生の構成に関して，平井（1981）によると，第一年度の研修に参加した 120名の研修生は，文
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革勃発時の 1966年すでに大学ないし専門学校を終えていた者およそ 30名，残りの 90名はいわゆる
文革世代である（平井 1981：82～ 83）。
また，谷部（1981）によると，小学校 3年から日本語を習い始めた北京のある教師は，外国語専門
学校卒業後，一度，中学校で日本語の教鞭をとり，その後大学に進学，1年半で繰り上げ卒業し，大
学院に進んだという。その間文革時の大きなブランクがあるとはいえ，新中国の教育で育った若手教
師の代表と言えるだろう。一方，年配の研修生の中には，いろいろな経験の持ち主がいる。日本で小・
中学校教育を受けた者，台湾や東北一帯の出身の者，父親に教わったり日本人についたりしてほとん
ど自力で習得した者，ロシア語から転身された者……，国交回復後の日本語ブームの中で，10年ぶ
りに農村から「帰隊」―古巣へもどったという者もいた。
研修生の学習ぶりについて，平井は，センターの授業で鋭い質問を浴びせたり，研究会で中心に
なって活躍したいわば「精鋭部隊」は文革世代であると述べている（平井 1981： 83）。現代日本語文
法を担当していた村木によると，「多くの研修生から文法の質問を毎日のように浴びせつづけられて
きた。50分ずつ 2回おこなう講義の間の 10分の休憩時間に控室に戻れることはまれであった。50分
が質問に終始することも珍しくなかった」（村木，1981：92）という。
「彼らはこちらが朱を入れたり，不充分なところを指摘して返すと翌朝にはもうしかるべく訂正を
加え，こちらの指摘したところもちゃんと深めて，すべて書き直してもって来るのであった。それが
30枚を超える論文であるから恐れ入る。われわれ講師陣は毎朝 8時前にセンターのある北京語言学
院にマイクロバスで乗りつけるのであるが，彼らの少なくとも 5，6人がグランドの片隅やポプラの
樹の下で声をあげて朗読しているのを毎朝車窓から見かける」（平井 1981：82～ 83）。
何故これほど熱心に日本語を学んだのだろうか。谷部はその理由について，「現代の中国では配属
一辺倒ではなく，ときどき各機関や単位が独自に翻訳・通訳要員を募集することがある。一つには，
こうした試験を受け，積極的に転身をはかりたい気持ちがあるようだ。事実，試験に合格し立派に通
訳として活躍している人もいる。」（谷部 1981：84）と指摘している。
当時第 2期生の B氏は「文革の 10年は多くの人たちの教育を遅らせた。故に，文革の教訓として，
個人の成長，国家の進歩のため，学習をしないといけないということがあった。大学の入試も再開
し，学習熱が高まっていた。」と語った。A氏は「当時は何といっても勉強したい。何年間か下放され，
学習のチャンスを惜しんでいた。みんな真面目に努力していた。その時代，才能があっても環境に恵
まれていない優秀な人材の中には一生農村に残され働いた人もいた。」と振り返った。
「書籍でもテープでも不自由なく手に入る日本と比べれば，大学の教師でさえ必要な資料も満足に
手に入れることができない中国では，教える側も学ぶ側も，日本との条件は格段の差だ。が，彼らは
一冊の教科書，1本のテープで確実に力をつけていく。街の中の学習者にせよ，センターの研修生に
せよ，臆せず大胆にぶつかってくる迫力には私など及びもつかない。勉強の原点は条件ではなく学習
者個人の熱意と努力であるということを改めて思い知らされる」（谷部 1981：85）。
しかし，問題点もある。研修生の勉強に対する熱心さに驚き，感心すると共に当初講師陣が困惑し
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たのは全般的に研究的態度が希薄なことであった。まず何事についても白か黒かという出来合いの答
を求めてくる。研修生の多くは学生時代に直接に文革の影響を受けて十分に勉強することができず，
レポートも初めて書いたという人が多かった（水野，1981：87）。長い間外に対して閉ざされていた
という社会背景と多くの日本語教師が英語を学習する機会に恵まれなかったという事情から外来語の
語彙は極めて乏しく，外来語を使う場合はいちいち説明しなければならなかった（水野，1981：88）。
このように，当時の学習者の強い精神力と学習意欲が日本人教師の目に留まり，学習の原点を考え
させられた。一方，文革の影響として，「閉鎖的」，「革命的」な部分も言語教育に支障を与えていた。
3）研修生が語る大平学校での成長
在中国日本語研修センター第 2年次報告（要旨）によると，「研修センターでは実践能力の向上と
研究能力の養成を大きな柱としている。しかし，研修生の大半は『現場に即役立つ』知識の教授を求
めており，『研究能力養成』を旨とした科目について研修生はあまり積極的ではなかった。研修生側
の実践能力向上志向と日本人講師のギャップをどのように埋めていくかは今後の大きな課題であろ
う」と述べた（１）。また，G氏は「中国における日本語教育に活躍しているのはほとんど大平学校出
身の人たちである。歴史は忘れてはいけない。互いに大平学校の出身として，親しみを感じる。」と
語った。
大平学校は中国における日本語教育援助機関として，質量ともに最大のものであり，すでに多く
の人材を養成し，中国の日本語教育界に広く，深く，大きく影響を与えている（２）。C氏は「大平の
1年で自分がこれからどの道でどのように歩んでいくのか見えてきた。実力からいうと，基礎を固め
た。大学を卒業したばかりで教師になった我々は目の前に一つの大学しか見えなかったが，大平学校
に入ったら，全国の教師に出会った。ここで，互いに日本語のレベルの差を認識した。1年間の努力
を通して，トップレベルに入り，達成感が得られた。」と振り返った。
この研修事業は，中国政府当局の好意と強い支持の下に，中国人日本語教師から熱烈に歓迎され，
通称「大平学校」は中国の関係者の間ではだれ一人知らぬ者はいないだけでなく，「大平学校」で研
修を受けたことが，中国人日本語教師の重要な目標となっている（３）。
以上，8名の聞き取り調査と日本人教師の分析から，以下の 3点が分かる。
第一， 学びの原点は条件ではなく，熱意と努力である。外国語学習も同じく，教師，教材，メディ
アといった手段より，学習者の主体性を引き出すことが肝心なところである。
第二， 政策は個々人の人生に重大な影響を与えているため，一時的なものではなく，何十年後の影
響も想定した上で慎重に策定すべきである。
第三， 言語政策と言語学習を分離して研究するのではなく，個々人への影響を注目し，相互的視点
から研究することが必要である。
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３．外国語教育政策における国と民の相互作用―終わりに代えて―
50年代のロシア語ブーム，60年代の英語ブーム，70年代の日本語ブームと三つの外国語ブームに
参加した研修生は「いったん政局が変わると，一つの外国語を捨てて，他の外国語を勉強しなおす。
行き先なしの列車に乗るようなもので，いくら乗り換えをしても終点に達するわけにはいかない。こ
んなことでは専門家を養成することはできない。せいぜい雑学家になるぐらいだ。……わたしたちの
たどった道を若者が繰り返さないよう願いたい。」（谷部 1981：85）。このようなことを如何に避ける
か，おそらくカリフォルニア大学の當作靖彦教授の理念が重要な示唆になろう。
氏は「21世紀の言語教育の理念は，人間形成のための総合的能力の開発であり，それに伴う外国
語教育のアプローチは，『何』を教えるから『どう』教えるかを経て，『なぜ』学ぶかを重視すべきで
ある」と強調した（水口：2013）。今までは道具として，外国語を学ぶことが勧められてきたが，今
後は多様な文化を理解し，受け入れることのできる資質と人間関係を構築する力を育成するための言
語教育へとシフトするだろう。
日本語あるいは外国語を学ぶことによって異国・異文化を客観視する能力と観察・分析する能力が
養成されていく。異文化との比較を通して，自国・自文化に対して改めて観察することにより，再解
釈や思い込みの修正が行われ，新たな視点で自文化を捉える。すなわち，外国語と出会うと同時に，
自文化と新たに出会う契機になると言えよう。言語を学ぶことによって，物事に対する見方を他の角
度から立体的に見ることができるようになる。また，多様な言語と文化に接触することは，人間の持
つ包容力も培われて互いの国・文化・人の理解につながっていく。さらには異質の存在とマイノリ
ティの存在を差別なく，平等に扱うことができる側面もあるだろう。人びとは言語を通して互いに理
解し合い尊重し合うこともでき，それが多民族・多元文化の共生に繋がる。
グローバル化，外国語教育は単純な言語科目だけでなく，時代の要求，国の開放度及び経済発展の
レベルと深く関わっている。言語はコミュニケーションの道具であり，文化形成・伝達のアイデン
ティティであり，資源であり，生きる力でもある。外国語の学習は文明社会に生きていく人に重要な
意義を持っている（王：2011 ）。このように，グローバル化する社会の中で，経済，政治などの多様
化によって，言語を通じて多文化間の交流が簡単にできるようになってきた。今後は，単なる学校教
育の枠の中の受験科目ではなく，生涯学習としての言語教育を重要視していく必要がある。
本研究を通して，中国の言語教育政策は，その時代の波，ソ連との友好関係・文化大革命・改革開
放などによって大きく変化し，試行錯誤を繰り返しながら発展してきたことが分かった。そして，そ
の政策の受け手としての個々人は如何に受け止め，乗り越えたかを考察した。外国語教育は一時の利
益や国際関係の影響に頼らず，言葉の力を生涯学習を通して，異文化コミュニケーションのために，
多民族多文化共生を視野に入れて行うべきであろう。ミクロレベルの言語学習者への影響を考慮した
上での政策の策定は，よりよい政策への力になると考える。
今後も，引き続き，言語政策に影響を受ける個々人から，政策に働く主体になり，ボトムアップの
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事例を通して，人・地域・社会・世界とつながるために言語学習・教育の可能性を探っていきたい。
注⑴ 国際交流基金内部資料「在中国日本語研修センター第2年次報告（要旨）1981年9月1日～1982年7月10日」
昭和 60年 2月 22日。
　⑵ 国際交流基金内部資料「在中国日本語研修センター第 4年次報告（要旨）」，年代不詳。
　⑶ 国際交流基金内部資料「対中国日本語教育特別計画（5カ年計画）の総括」，年代不詳。
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